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東北大学大学院工学研究科

インフラ·マネジメント研究センター  取組み紹介
東北インフラ･マネジメント･プラットフォームの構築と展開

◆ 東北地方における産学官をネットワーク化
◆ 各組織がもつ知識･ニーズ･場･人材を集結させたゲートウェイ

情報基盤の整備､社会実装

自治体

省 庁
法 人

企 業

連携
大学

・国土交通省
・東北地方整備局

・山形県 県土整備部
・上山市
・宮城県 土木部
・仙台市 建設局
・岩沼市
・名取市

・(一社)東北地域づくり協会
・(公財)山形県建設技術センター
・(公社)宮城県建設センター
・(一社)建設コンサルタンツ協会東北支部
・(一社)東北測量設計協会
・東北建設業協会連合会
・(一社)日本建設業連合会東北支部
・(一社)プレストレスト･コンクリート建設業協会

東北支部
・(一社)日本橋梁建設協会

(106社)
(63社)

(1,778社)
(63社)

(16社)
(63社)

・東日本高速道路株式会社 東北支社
・株式会社ネクスコ･エンジニアリング東北

・八戸工業大学     ・岩手大学
・秋田大学  ・日本大学

※2019年4月時点　※（）内は会員数

■ 連携状況

18機関と協定締結

技術情報の共有･発信

地域間の連携強化

情報基盤の整備

先端技術の実装支援

人材育成の枠組み構築

グランドデザインの策定と提言

法 人

連携大学

自治体

省 庁

東北大学

企 業

学

官 産
街の活性化 市場創出

人材確保
技術開発

知識・技術
       の活用

予算確保

東北インフラ・
マネジメント・
プラットフォーム

産学官連携による橋梁メンテナンス統合データベースシステム

自治体支援データベースシステムの導入

(公社)宮城県
建設センター

1橋分の橋梁診断書(カルテ)作成時間
手作業 統合データベースシステム※資料を探しながら入力

約 3時間 約3分
活用実績･予定等

導入のメリット

東日本高速道路株式会社のデータベース(DB)システム(SIPの成果)を元に､自治体向
けのDBシステムを構築し､導入支援を行いました。

タブレット端末による
直営点検を支援

従来の点検

現場点検の実施

点検結果の記述

点検結果の入力

スタンドアロンのDB

二度手間

ICT技術を活用した点検

現場点検の実施

点検結果の登録

点検結果を転送

タブレット端末を導入

クラウド環境の橋梁MD
(2017年 SIP成果を活用)

■ タブレット端末機能 :
記録写真を参照した撮影が可能

ICT 技術の活用

東北大学との共同研究により開発したシステムを､当センターで行
う橋梁点検業務で利用するとともに､今後､東北大学IMCからの
新技術や専門的アドバイス等を組み込む基盤としても活用します｡
また､県内の自治体に対して､維持管理に関する相談や提案等を行
う支援体制を構築し､社会資本の老朽化対策に貢献していきます。

支援体制の整備

宮城県のインフラ･マネジメント･プラットフォームへ

支
援

支
援

東北大学 IMC
専門的アドバイス

相談･提案など

インフラ維持管理

宮城県建設センター

宮城県内の自治体
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データベース

橋梁点検システム

長寿命化システム

道路台帳システム

現場点検の実施

点検結果の登録

閲覧･帳票出力

低コストでの社会資本の
安全性確保に貢献

橋梁点検データを一元管理! 時短で経済的な点検に!
点検･診断の高度化･効率化、補修計画･予算管理の適正化を実現

2016年度：山形県でサービス開始
2017年度：山形県内全35市町村が｢山形県道路橋梁メンテナンス統合データベースシステム(DBMY)｣を導入

DBMYを共通基盤とした市町村への技術支援

DBMYを共同運用

東北大学
IMC

山形県
(本庁 )

山形県建設
技術センター

山形県
(総合支庁 )

県内
全35市町村サービスの提供

料 金
2017年度：宮城県内34市町村に展開

2018年度：宮城県と仙台市に導入

成果を提供 東北大学
IMC

宮城県
建設センター

※自治体向け
インフラDB 開発への協力

宮城県の市町村様式にカスタマイズ

その他、導入を検討される自治体が増加中！

山形県 県土整備部

山形県、公益財団法人山形県建設技術センター

公益社団法人宮城県建設センター※

期待される効果
 ・点検技術力の補完 　・点検作業の効率化
 ・情報共有による技術力の向上

人材育成の枠組み構築

市町村勉強会

参加者 (第 1～3回 )

・青森県 三戸町
・青森県 南部町
・秋田県 大仙市
・岩手県 矢巾町
・山形県
・山形県 上山市
・山形県 南陽市
・NEXCO東日本
・ネクスコ･エンジニアリング東北

・宮城県 仙台市
・宮城県 登米市
・宮城県 岩沼市
・神奈川県 小田原市
・島根県
・島根県 奥出雲町

※順不同

有識者からのアドバイス有識者からのアドバイス

現状改善
に意欲的
な自治体

モデル自治
体の選定･
試行

モ デ ル
ケースの
横展開

第1回
インフラ維持
管理勉強会

第2回
インフラ維持
管理勉強会

第3回
インフラ維持
管理勉強会

な
が
れ

第1回：2017年12月
課題･ニーズの聞き出し

第3回：2018年10月
シーズの試行

第2回：2018年5月
ニーズとシーズのマッチング

東日本高速道路(株)
東北支社

産学官が連携したプ
ラットフォームによる人
的ネットワークを通じた
技術支援の一事例とし
て､微力ながら地域社会
に貢献する事が出来た
とすれば幸いです｡

第1回
日本オープン
イノベーション大賞

国土交通大臣賞 受賞

2019年2月5日に発表された、第1
回日本オープンイノベーション大賞に
おいて、久田真(代表者：東北大学教
授(工学研究科インフラ･マネジメント
研究センター長))、金井浩(東北大学
教授)、長坂徹也(東北大学教授(工
学研究科長))、皆川浩(東北大学准教
授)､鎌田貢(東北大学特任准教授(工
学研究科インフラ･マネジメント研究
センター副センター長))が、国土交通
省大臣賞を受賞しました。

授賞式：2019年3月5日　虎ノ門ヒルズ

お問合せ先 東北大学大学院工学研究科インフラ･マネジメント研究センター
TEL：022-721-5503　E-mail：inquiry-imc@grp.tohoku.ac.jp　HP：http://imc-tohoku.org/

「自治体向けインフラDB｣を
活用させていただき､山形
県版にカスタマイズしていま
す｡これにより､県と市町村
が保有していた様式等を大
幅に変更せず､高性能で使
いやすいデータベースシステ
ムを短期間､かつ経済的に
開発することができました。

◆ 自治体職員を対象とした勉強会を実施
◆ 現場レベルのニーズや課題の吸い上げ､
有識者からのアドバイス等を実施

資料①




